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ICTを活用したコミュニティバス運行管理支援による 
地方公共交通の活性化への取組み

稲永　健太郎・成　　　凱

１．背景および研究目的

公益財団法人日本バス協会によれば，国内

のバス利用者数は昭和43年度の約101億人を

ピークに減少傾向にあり，平成23年度は41億

1,770万人まで減少している（図１参照）。こ

のような利用者数の減少傾向に伴い，国内の

バス輸送については，路線バスの参入及び撤

退に係る規制緩和（平成20年）や，コミュニ

ティバス等の普及促進，市町村バスやNPO
によるボランティア有償運送の制度化等を内

容とする道路運送法等の一部を改正する法律

が成立（平成22年）し，その結果として，バ

ス路線の柔軟な新規参入・撤退が可能とな

り，自治体によるコミュニティバスが全国各

地で運行されている。

コミュニティバスとは，法的な定義されて

いる概念はないものの，国土交通省によれば

“地方公共団体等がまちづくりなど住民福祉

の向上を図るため交通空白地域・不便地域の

解消，高齢者等の外出促進，公共施設の利用

促進を通じた『まち』の活性化等を目的とし

て，自らが主体的に運行を確保するバス”と

されている[２]。国内で運行されるコミュニ

ティバスでは，運行自治体にバス運行担当の

専門部署が存在せず，他業務と兼務する部署

がバス運行を担当する事例が大半を占めてい

る。例えば，福岡県内の自治体の事例では，

環境住宅課，行政経営企画課，都市計画課，

図１．国内バス輸送状況の推移[１]
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産業振興課といった多種の部署がバス運行を

担当しており，その部署の本来の担当分野は

多岐に渡っている。また，バス運行担当に携

わる職員数が少ないといった現象も見受けら

れる。この業界では “ひとり交通局”という

業界用語が存在しており，その現状を如実に

表現している。

また，コミュニティバスの多くの事例で

は，多額の税金を投入して運行せざるを得な

い実態がある。福岡県企画・地域振興部交通

政策課のデータ[３]によれば，県内コミュニ

ティバス全体の平成25（2013）年度収支率

は24.2％となっており，運行経費の約４分の

３に相当する赤字分を，国や県からの補助金

を含め各自治体が補填している。自治体がコ

ミュニティバスを運行する主たる理由の１つ

は，従来存在していた民間バス路線が赤字を

理由に廃止され，公共交通空白地域の発生を

回避するという行政面でのやむを得ない事情

であり，このバス路線の黒字運行化は現実的

に困難といわざるを得ない。

このようなコミュニティバスの厳しい運行

状況の中，利用促進として利用者数の増加お

よび運行経費の赤字幅縮小という難題を突き

つけられた運行自治体は，その突破口を見つ

け出そうと模索している。ただ，コミュニ

ティバスが計画通りに実際に運行されている

かどうかや利用動向をより厳密に把握するこ

とが求められるものの，その把握さえ困難で

ある現状である。実際，運行自治体は，多額

の費用をかけてコンサルタント業者に依頼し

短期間の利用動向調査を試みたり，バス運行

依頼先の業者に対して運行状況の定期的な報

告や事情聴取を実施したり，住民向けのバス

利用に関するアンケートを実施したりと，バ

ス運行の現状や利用動向を把握するための試

行錯誤を続けている。ただ，その調査結果は

短期的な一時期の状況を示したものに過ぎ

ず，質・量ともに運行自治体にとってその後

のダイヤ改正等のバス運行の改善につながる

データとして有効であるとは言い難い。

これらの各種課題を解決するため，著者ら

は平成25（2013）年度以降，連携自治体と

ともにコミュニティバス運行管理支援のため

のICT利活用を推進してきた。その中で自治

体コミュニティバス運行管理支援のためICT
システムの開発を進めている[４][５]。この取

り組みの中で開発したタブレット向けアプリ

やWebシステム等の各種ツールをシステム

としてまとめ，平成27（2015）年度に福岡

県福津市のコミュニティバス「ふくつミニバ

ス」および福岡県遠賀郡芦屋町のコミュニ

ティバス「芦屋タウンバス」に適用し実証実

験を行った。また，福岡県糟屋郡新宮町のコ

ミュニティバス「マリンクス」向けのGTFS
（General Transit Feed Specification）

フィードの作成を試みた。本稿では，これら

の事例をもとに，当該システムの開発および

運用の状況，他自治体運行のコミュニティバ

スへのシステム対応等の課題について報告す

る。

２．自治体コミュニティバス運行管理
支援ICTシステム

現在，開発を進めている自治体コミュニ

ティバス運行管理支援ICTシステムの概要

を図２に示す。

平成25（2013）年度以降，自治体コミュ

ニティバス向けに利用状況を把握するための

簡易アンケート調査機能付きタッチ数計測

Androidタブレット向けアプリASHIYA（以

下，単にアプリASHIYA）を開発・改良し

ている。このアプリを導入したタブレット端

末をバス車両に設置し，乗降の際バス利用客

にタブレット画面のボタン（ボタンはバス車

両内に掲示されたアンケート調査と連動）を

タップしてもらうことで，そのタップ情報

（日時，位置GPS情報，アンケート調査回答

選択肢ボタンID）として，利用状況のデー

タを獲得する。この簡易アンケート機能を用

いた利用状況調査を，平成25（2013）～平成

26（2014）年度に福岡県遠賀郡芦屋町のコ
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ミュニティバス「芦屋タウンバス」の協力の

下で実施し，収集したデータは平成27（2015）
年３月のダイヤ改正のための基礎データの１

つとして活用された[６]。

この簡易アンケート機能に加え，このアプ

リには一定間隔の時間ごとに運行バス車両の

位置情報を取得する機能が備えられている。

この取得データにより，定刻通りの運行がな

されているか等，運行委託業者によるバス運

行の実態を運行自治体担当者が把握できる。

また，この取得データは開発中のバスロケー

ションシステムを介して利用客に提供でき

る。

このシステムの類似事例として，鳥取県の

公共交通システムを対象とした経路検索シス

テム「バスネット」[７]や，イーグルバス株

式会社による路線バスの運行改善に自社開発

したシステム[８]等が挙げられるが，本シス

テムは，自治体コミュニティバスの運行管理

の問題点である，人的・財政的な制約下での

運行実態の把握および利用客への運行状況の

提供といった基本機能に加え，簡易アンケー

ト調査という独自機能を備えている。さら

に，本システムでは一般に販売されている汎

用機器を用いることで，より低コストかつよ

り容易に実現できる実用的なシステムとして

構築することを目指している。本システムが

実用化され社会実装されることで，人的・財

政的な制約のある多くの自治体で，運用コス

トを抑えつつ，コミュニティバスの運行を従

来以上に的確に管理できるという，地域創

生・地域活性化を支える社会インフラ整備に

貢献できると考える。

３．システム実装および実証実験

平成27（2015）年度に本システムの試作

版を開発し，福岡県福津市のコミュニティバ

ス「ふくつミニバス」と福岡県遠賀郡芦屋町

のコミュニティバス「芦屋タウンバス」の協

力のもと，本システムの実証実験を行った。

アプリASHIYAは当初芦屋タウンバスのみ

を対象としたものであった[９]が，平成27年
度の改良により，自治体を限定せずより高い

汎用性を持つアプリとなった。図３に利用目

的を問う簡易アンケート（四肢択一）実施時

のアプリASHIYAの表示画面を示す。

図２．自治体コミュニティバス運行管理支援ICTシステムの概要
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このアプリASHIYAをふくつミニバスの

運行車両６台にそれぞれ設置し，利用目的を

問う第１次（夏期）の利用状況調査を平成27
年９月14日（月）～19日（土）の７日間で

実施した[10]。続いて，第２次（冬期）の利

用状況調査を平成27年12月７日（月）～19
日（日）の13日間で実施した。図４にふくつ

ミニバス車両内のアプリASHIYA導入タブ

レットの設置状況を示す。図中の左上部にタ

ブレットが固定設置されており，バス利用客

には降車毎に画面タップするよう協力を依頼

した。

第１次および第２次調査の結果，これまで

断片的に報告されていて感覚的に把握できて

いた利用状況と調査で取得したデータから把

握できた利用状況とが一致する路線や，自治

体担当職員が想定していないバス利用目的が

高い割合を占めていることが客観的データと

して確認できた。後者の想定していない利用

目的は，その後の調査に同行したTV局記者

による追跡ヒアリング調査[11]により，バス

に乗車すること自体が目的であることが判明

図３．アプリASHIYAの表示画面（利用目的調査時の一例）

図４．アプリASHIYA導入タブレットの設置状況
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した。この目的は，同乗した他の高齢者利用

客とのコミュニケーションによって社会との

つながりを持ち続けようとする高齢者利用客

の利用実態を示しているものと推察される。

またこの調査において，定期的に位置情報

を把握されていることにより，バス運行委託

先業者による定時運行の精度が高まったこと

も明らかとなった。つまり，運行自治体によ

るバス運行の監視ツールとしての副次的効果

も確認できた。

上記のふくつミニバスにおける調査とは別

に，アプリASHIYAから取得した運行バス

車両の位置情報を表示するWebシステムの

試作版を開発し，平成27年12月22日（火）～

28日（月）の７日間で芦屋タウンバスの運行

車両３台にタブレット端末をそれぞれ固定設

置し，このWebシステムの実証実験を行っ

た。

図５に示したこのWebシステムの表示画

面では，現在地のマーカーや各バス停，バス

車両の位置が地図上に表示されている。ま

た，バス車両のマーカーにはそのバスを特定

する情報がふき出しの形で表示され，各バス

車両の直近の走行軌跡が色の濃淡を用いて表

示される。図５の例では，緑色の濃淡によ

りバス車両の走行軌跡を示している。この

軌跡は一定時間間隔で取得した位置情報を用

いて表示しており，軌跡が長いほどスムーズ

な走行状況を意味し，軌跡が短いほど渋滞に

巻き込まれる等の走行状況を意味することと

なる。このことによりバスの運行状況の詳細

が確認できる。また，過去履歴を検索して指

定の日時のバス車両の位置を特定することも

可能であり，運行自治体職員がバス運行状況

を把握できることが確認できた。一方，各バ

ス停の時刻表データが表示されていないこと

や，芦屋タウンバス以外のコミュニティバス

には非対応であること等，利用客への情報提

供の面で課題が残っており，平成28（2016）
年度以降順次改良を進める予定である。

さらに，平成27（2015）年度に新たに福

岡県糟屋郡新宮町のコミュニティバス「マ

リンクス」を対象としたGTFSフィードの

作成に着手した。GTFS（General Transit 

Feed Specification）[12]には，公共交通機関

の時刻表とその地理的情報に使用される共通

形式が定義されている。GTFSフィードを利

用することで，交通機関は乗換案内データを

公開し，デベロッパー（開発業者）はその

データを相互運用可能な方法で利用するアプ

リケーションを作成できる。

GTFSフィードは，１つのZIPファイルに

図５．バス位置情報表示Webシステムの表示画面（一例）
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格納された一連のテキストファイルで構成さ

れる。ファイルはそれぞれ，具体的な個々の

乗換案内情報（停車地点，ルート，旅程，そ

の他時刻表データ）の雛形となる。交通機関

は乗換案内情報をデベロッパーと共有するた

めにGTFSフィードを作成する。一方，デ

ベロッパーは，GTFSフィードを取り込んで

乗換案内情報をアプリケーションに組み込

むツールを作成する。GTFSは，ルート検

索，時刻表の公開等，なんらかの方法で公共

交通機関の乗換案内情報を利用する各種ア

プリケーションの利便性向上に有用である。

具体例として，Google社に作成したGTFS
フィードを提供することにより，Google乗

り換え案内における経路検索結果に，コミュ

ニティバスが含まれることとなり，コミュニ

ティバスの知名度向上とバス利用客の増加が

期待できる。図６に作成したGTFSフィード

ファイルの一覧を，図７には各GTFSフィー

ドファイル間の関連図を示す。

コミュニティバス「マリンクス」向けの

GTFSフィードを作成し，その妥当性につ

いて検証するためGoogle社提供の検証ツー

ルSchedule Viewer[13]を用いた。その検証

画面の様子を図８に示す。基礎となる時刻表

データ等との突合せによる検証の結果，想定

通りのデータが表示されたことを確認し，運

行担当の新宮町産業振興課にGTFSフィー

ドを提供した。

４．結論および今後の課題

本稿では，国内で運行されているコミュニ

ティバスの多く抱える運行管理に関する課題

を解決するための，運行管理支援のための

ICTシステムの開発および実証実験，さらに

GTFSフィードの作成について報告した。汎

用機器を用いて低コストでより容易に実現で

きる本システムの試作版を用いた芦屋タウン

バスおよびふくつミニバスにおける実証実験

により，自治体コミュニティバスの運行管理

の問題点である，人的・財政的な制約下での

運行自治体担当職員による運行実態や利用状

況の把握や，バス利用客へのバス運行状況の

図６．GTFSフィードファイル一覧
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図７．GTFSフィードファイル間の関連図

図８．Schedule Viewerアプリケーションの検証表示画面（一例）

提供が可能であるとの見通しを得た。

今後，本システムの技術面において，本

システムの完成度を高めるべくアプリ

ASHIYAおよびWebシステムの改良を推進

する。例えば，長期間にわたる利用客数の計

測や利用動向アンケート調査では，バス利用

客の関心が時間経過とともに徐々に薄くな

り，収集データの精度に影響を与えることが

懸念される。バス利用客の関心を維持し続け

るために，アプリASHIYAにおいて，タッ

プ操作の催促メッセージの表示，自治体広報

や企業広告の画面表示といった機能追加を検

討している。さらに，さまざまな運行形態の

コミュニティバスへの対応拡大を試みるた

め，連携自治体数を増やして，様々な種類の

バスダイヤのパターン・路線・車両の組み合

わせにおける実証実験を行う予定である。バ

スロケーションシステム等のWebシステム

に関しては，各バス停の時刻表データが表示

されていないことや，芦屋タウンバス以外の

コミュニティバスには非対応であること等，

運行自治体担当者やバス利用客への提供情報

を追加し，その有用性を高めていきたい。

GTFSフィード作成に関しては，作成作業

の効率化を目指し作業の一部を自動化する

ツールの開発を予定している。また新たに，

比較的安価なBluetooth接続の人感センサー

を用いたバス乗降客数自動計測機能の追加も
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検討し，さらなるバス運行管理の効率化を図

る予定である。

一方，本システムの運用面では，調査での

取得データを今後のバス運行改善にどのよう

につなげていくかについて，個々の自治体の

諸事情を考慮しながらその進め方を協議して

いく必要があると考える。従来から実施して

いるバス運行に関する乗り込み調査やドライ

ブレコーダーを用いる等した各種調査と併用

し，一定程度の併用期間を経た上で，開発中

のコミュニティバス運行管理支援システム単

独で各種調査を実施する形態に移行すること

が，実際のコミュニティバスの運行管理には

適しているものと考える。そのような調査形

態の移行が現実的かどうかについて，今後引

き続き本システムの利用活動の中で検証を進

め，本システムの実用化ならびに社会実装に

向けて活動を進めていきたい。
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運行管理支援グループメンバー５名（江頭健

太氏，片山翔太氏，木下貴裕氏，松村翼作氏，

吉村愛輝氏）の多大なる協力に感謝する。
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